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本報告書の上梓にあたって

エイジング総合研究センターは設立以来、東アジア各国の研究機関

等と様々な内容の調査研究活動を行っております力ざ、そうした中で、

当センターが中国、韓国、台湾そして日本の関係専門家と図り、 「東

アジア地域の高齢化研究」 （プログラム）を始めてから3年になりま

す。この研究プログラムには、各国の人口学会の権威を中心にして、

社会学、福祉学、保健学などの専門家力雰参加しており、人口の高齢化、

高齢化社会、高齢者に関する学際的研究協力を念頭に調査研究の協力

や交流を行っています。研究プログラムに参加している各専門家の目

的はそれぞれに自由とするものの、研究の総合的推進を図るため、少

子化・高齢化、高齢化社会変化、家族形態変化と高齢者世帯、老親の

扶養．介護、高齢者の健康・意識・生活行動、 ライフサイクルとライ

フスタイルの変化、等々をテーマとした年1回の合同会議「東アジア

地域高齢化研究専門家会議」を各国関係者の持ち回りで開催していま

す。

こうした会議の開催などう°ログラムの推進については、各国を代表

する専門家で構成する委員会で決めておりますが、その事務局業務は、

この研究プログラムの発起者となったエイジング総合研究センターカざ

務めております。 また、当センターは、センター（日本） としての調

査研究事業を持ち、 この3か年は、中国、韓国、台湾の高齢化社会の

実情を調査し、総括的にとりまとめることとしております。

ここに上梓する「台湾の人口高齢化と高齢者福祉」報告書は、当セ

ンターの調査研究報告書として上梓するもので、昨年の韓国に次ぐ

テーマ内容のものです。台湾の高齢化については、昨年の台湾（台中

市）会議を含め、多くの資料が提供されていますが、 この報告書はそ

れを含めて、台湾の高齢化社会事情について総括したものでもありま

す。そして、本報告書の作成に当たっては、台湾代表の孫得雄先生に

全面的にご尽力を賜った次第で、孫先生に心からお礼申し上げるもの

です。

また、 この報告書の上梓において特筆したいことは、 この研究プロ

グラムの主要な調査研究作業と会議等開催に対し助成下された日本財

団に対する謝意であります。 1996年（今年度） 「東アジア地域高齢化

研究専門家会議」では、会議開催中、各国の代表力ざ日本財団に表敬し、



これまでの謝意を表し、今後の抱負を述べておりますが、 こうした束

アジアの関係各位の謝意も併せて、 日本財団に厚くお礼申し_lげる次

第です。

ようやく日本社会においても、東アジアの社会福祉等が着uされよ

うとしており、本報告書はじめ当研究プログラムによる責料も役立つ

ところです。しかし、東アジアの専門家も述べるようにr東アジアそ

して東南アジアの人口発展は社会経済の発展以上に速く、都市化と少

子．高齢化、巨大都市の発達による高齢者と生活環境の問題などはこ

れから本格化するところです｣。私共センターは、こうした各国の専

門家とともに、この研究プログラムをさらに推進して行きたいと願っ
ております。

1996年末

社団法人

エイジング総合研究センター

文鮒木高理事長
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第1章台湾の人口転換と高齢化

台湾の人口は、 1905年第一次国勢調査当時約300万人であったが、

1945年終戦直後600万人に増加した。つまり、 40年間に倍増したこと

になる。その19年後、 1964年にまた倍増し1,225万に増えた。予測で

は、 52年後の2016年に2,445万人にまで増えると見込まれている。

戦後の急激な人口増加は、 1945年～1948年の間に中国大陸から撤退

した約100万人の移入人口を除いては、全て出生と死亡の極めて大き

な差による （図I-Iを参照)。従って、出生率と死亡率の変化状況を見

台湾の出生数と死亡数1906～1994年図1-1
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期と言える。つまり、出生率は生活環境の改善によって非常に高いレ

ベルを保ち、死亡率はある程度のコントロールによって次第に低下し

た。 しかし、 この期間の末期において、戦争の影響で出生率力ざ少し低

下したこと力ざ注目される。

3） ’945～l985年の期間

終戦後、先進国から導入された新しい医術薬品によって、 20年間に

死亡率ｶざ18%bから5%bにと急速に低下した。例えば、現在では使用が

禁止されているDDTの使用によって、マラリアは撲滅され、多数の

生命を救った。また、抗生物質等の使用によって、伝染病等死亡率の

高かった疾病力ざコントロールされた。そのため、平均寿命ｶぎ1950年の

男53.1年、女55.7年から、 1965年の男65.1年、女69.7年に、そして

1985年の男70.8年と女75.8年に伸長された。

他方、出生率は戦後のベビーブームによって、 1947年の38.3%bから

1951年の50%bに飛躍的に上昇した。これは、ある程度戸籍登記の誤差

によるものとみられるが、当時の出生率力ぎ驚くほどの高さに達したこ

とは事実である。その後除々に低下し、 1975年には23.0%bに下力ぎった

が、 1976年は「龍の年」で25.9%bに上昇し、翌年再び23.8%bに下がっ

た。その後の5年間は、ベビーブーマーカざ子供を生む年齢に達し出生

率は22～24%bのレベルを保った力ぎ、 1985年には18.0%bに下力ぎった。

この間、 自然増加率は死亡率と出生率の変化に伴って大幅に変化し

た。 1947年には20.0%bであった力罫、 1951年には38.4%bに達し、 1956年

も36.8%bと大変な人口増加を示した。その後、徐々に減少し、 1965年

には27.2%bに下がり、 1975年の18.3%b、 1976年の21.2%b (龍の年)、

1985年の13.2%bに下がった。

1906年から1985年の期間における台湾の出生率と死亡率の変化を総

括的に見ると、西欧諸国の経験をモデル化した「人口転換」の過程に

非常によく似ているということができる。すなわち、 「多産多死」の

状態から「多産少死」の階段を経て、 「少産少死」の段階に達したも

のである。ただ、欧州諸国と異なる所は、欧州でのこの過程は、約

200年ほどかかったｶ叡、台湾では約65年間（1920～1985年）で完成し

たことである。この時間的差異をきたした原因といえば、欧州でのこ

の過程は、社会と経済の発展に伴い、徐々に自然的に発展したもので

ある力ざゆえに、長い時間を要した。 しかし、台湾の場合、社会経済の

発展が比較的急速であったことに加えて、政策的な要因によって死亡

15



率力欝急速に低下し、また家族計画の推進が出生率の低下を速めたこと

である。台湾でのこの経験は、この人口転換の過程力ざ、人為的に、す

なわち政策の実施によって短縮することカゴできることを示し、発展途

上国の参考になると考える。

4） ’985年以降

1985年以降は、死亡率と出生率とも低いレベルで安定した。死亡率

は久しく5％0で安定していたが、人口の老齢化によって、若干上昇の

趨勢を見せている。しかし、出生率はやはり低下の趨勢を保ち、 1985

年の18.0%bから1994年の15.3%oに下力ぎった。この期間の人口増加は、
主に出生率の影響を受けて変動している。

2．死亡率の変遷

’）乳児、幼児死亡率の低下
人口転換は死亡率の低下から始まったが、特に終戦直後の急速な死
亡率の低下は顕著なものであった。そのうちでも、乳児(O歳）およ
び幼児（’～4歳）の死亡率低下が著しく、出生率低下に貢献した。
男子乳児の死亡率は、 1950年から1970年の20年間に、 41.56%bから
18.53%oへと55%ほど低下
し、さらに1970年から1990

年の20年間に、 また63％ほ
ど低下した(6.82%b)。こ

れは40年間で合計84％の低

下となっている。他方、女

子乳児死亡率は、 1950年の

38.03%bから1970年の16.21

%bへと57%ほど低下し、さ

らに1990年に5.58%bに低下

した（65％低下、 40年間で

合計85％の低下)。

1～4歳の幼児死亡率も

同じく著しい低下が見られ、

男子幼児死亡率は1950年か
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ら1990年の間に24.28%bからl.20%0に低下し (95%の低下)、女子幼児

死亡率は同じ時期に26.35%bから0.84%bへと97%低下した。

2） 死因の変化

医療サービスと公衆衛生の発展によって、主要死因も感染症による

死亡の形態から、いわゆる成人病を主とする死因に変わった。 1952年

当時、死因の第一位を占めたのは胃腸炎（死因の14.2％）で、第二位

は肺炎（13.8％)、第三位が肺結核（9.63％）で、全死亡の38％力ざこ

の三種の感染症による死亡であった。これが、 1985年には悪性新生物

(ガン）による死亡力ざ第一位を占め（17.9％)、第二位が脳血管疾患

(16.1％）で、第三位は不慮の事故（12.4％)、第四位は心臓疾患

(9.1％） となり、 この四種で全死因の55.5％を占める状態に変わった。

将来、人口の高齢化に伴って、成人病による死亡の占める割合力ざ増加

することが予測される。

3） 平均寿命の伸長

死亡率低下の具体的な影響は、平均寿命の伸びであった。 1906年当

時の平均寿命は、男28.90年、女30.49年と短く、男女の差が1.58年で

あった。それｶぎ、 1920年から1930年の間に13～15年と大幅に伸長した。

つまり、男が29.08年から42.45年、女が31.25年から49.98年に伸長し、

男女の差も4.5年に拡大された。また、 1940年から1950年の間にも大

幅な伸長が見られ、男は41.58年から53.05年に、女は46.62年から

55.69年に伸長した。 1950年から1960年の間もそれぞれ10年ほど伸長

し、男62.31年、女66.40年に達した。その後の伸びは遅く、 1990年に

男71.83年、女76.75年に伸び、男女の差も5年を保った。今後平均寿

命の伸長は益々遅滞し、 60歳以上人口の平均寿命の伸びが、比較的速

まると予測される力欝、死因が感染症死亡から成人病死亡に転換された

現在、寿命の伸びが遅くなり、寿命伸長のコストカざ非常に高くなるこ

とは注意に値する。

3．出生率の推移

｜） 戦後の趨勢

台湾の合計特殊出生率は、戦後のベビーブームによって1951年に
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－

約5.00％低下して、いずれも家族計画実施前よりも速いスピードで

あった。

女子の年齢別出生率について見た場合、合計特殊出生率の急激な低

下は、主に30歳以上女子の「超過出産」 (ExcessFertility)の抑制に

よるものであること力：分かる。 1956年から1986年の30年間に、 30歳以

上女子の出生率は、各年齢階級とも80％以上低下した。特に、 35歳以

上女子の出生率低下は、 90％を超えている （表I-I、図1-4と1-5を参

照)。一方で、近年の晩婚化による30～34歳女子出生率の増加は注目

に値する。

表1－1 台湾の各種出生率の年次変化1956～1995年

年 別 変遷百分率

1956－86

－64．5

－74．2

－18．4

比率および年齢組
1956 1965 1970 1980 1986 1990 1995

出生率(%0）

合計特殊出生率(%0）

一般女子出生率(%0）

一般女子年齢組別出生率(%b)

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

有配偶女子一般出生率(%0）

有配偶女子年齢組別出生率(%b)

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

44．8

6，505

196

32．1

4，825

152

27．2

4，000

120

23．3

2，515

91

15．9

1,680

60

16．6

1,810

62

15．4

1，775

55

36

261

326

195

100

41

6

225

40

238

293

147

59

20

3

162

33

180

200

69

16

4

1

152
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４
６
１
０
４
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●
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●
早
●

４
７
８
２
４
８
０
４

６
５
５
８
９
９
０
６

一
一
一
一
一
一
ゴ
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296

222
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52
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2

0

100

７
６
８
２
０
２
０
６

１
８
４
８
２
９

１

17

100

159

69

15

2

0

105

I

670

453

253

77

17

4

1

451

381

366

317

226

122

29

390

447

368

210

109

47

8

502

473

332

158

64

22

4

603

351

189

60

13

2

0

682

393

237

82

17

2

0

７
８
４
１
２
４
０

３
７
８
１
４
８
０

申
●
■
●
。
。
●

招
一
剖
弔
割
当
訓

４
８
３
９
２
３
０

５
０
５
９
２
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４
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資料：中華民国内政部各年期「台閏地区人口統計｣。
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図1－4台湾女子の年齢別出生率1960～1995年
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2）理想とする子供の数

いわゆる「超過出産」 (ExcessFertility) とは、理想とする子供の

数を超えて出産することを言う。自由に出産力ざ抑制できる社会におい

ては、出産数と理想とする子供の数は非常に接近するはずである。台

湾の22～39歳の有配偶女子が理想とする子供の数は、 1965年には平均

4人（台湾省家庭計画研究所調査）であったが、社会状況の変化と家

族計画の教育等の浸透等によって、 1970年には3.8人、 1976年には2.9

人、 1980年には2.8人、 1985年には2.6人、そして1991年には2.4人に

減った（表1-2を参照)。

表1－2 台湾の22～39歳有配偶女子教育程度および居住地都市化程度別
理想子供数と避妊実行率の年次変化

而赫響筈差箒淵濟壽需臺筈證竺輌
現代化

指 標

教育程度

無

小学校

初級中学

高等学校卒以上
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郷

鎮

県轄市
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合 計

４
９
６
３

●
●
●
■

３
２
２
２

２
９
７
４

●
●
●
●

３
２
２
２
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５
２

。
。
■
■

３
２
２
２

０
７
５
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■
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●
申

３
２
２
２
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●
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３
３
３

51

54

71

79

０
０
７
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●
●
●

３
３
２
２

８
９
５
４

●
由
●
●

２
２
２
２

６
５
４
２

●
●
●
●

２
２
２
２

21

26

32

43

48

54

62

69

73

72

78

81

70

90

91

91

２
９
８
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●

４
３
３
３

９
８
６
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●
■
●
●

３
３
３
３

２
１
７
７

●
●
●
凸

３
３
２
２

79

79

86

85

71

92

92

91

4.0 3.8 2.9 2.8 2.6 2.4 28 56 76 82 90 91

資料：台湾省家庭計画研究所各年次のKAP調査。

しかし、理想とする子供の数も、社会階層によって異なる。表'－2

に示すように、 1961年当時、無学の女子力笥理想とする子供の数は4.1

人であったが、高等学校以上の教育を受けた女子の理想子供数は3.2

人で、 0.9人の差力ざあった。居住地の都市化の程度別にみても、傾向

は同じで、郷村に居住する女子の理想子供数は4.2人、一方、省轄市

および直轄市に居住する女子の理想子供数は3.7人で、 0.5人の差が

あった。この差は、 1991年に至ってもそのまま維持され、教育程度別

の差が0.8人で、居住地の都市化程度の差力ざ0.4人と、あまり変わって

いない。これは、各社会階層の理想子供数は一様に減ったが、その下

降速度がほぼ同じであったためである。
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3）社会階層別出生率の差異

社会階層別の理想子供数の差は、直接各階層別出生率に反映されて

いる。例えば、 1966年当時小学校卒業程度の女子の合計特殊出生率は

4.6であった力ざ、専門学校以上程度の女子のそれは2.5と、約1対0.54

の比例を示した。それが1992年に至っても、両者の合計特殊出生率は

それぞれ2.8と1．2で、約1対0.43の比例となり、あまり変わっていな

い。実際において、社会階層別出生率の差異を減らすこと力罫、家族計

画推進の目的の一つで、 「逆淘汰」助長のそしりを免れるよう努力し

たが、結果は予想とかけ離れている。この差が依然として存在する理

由としては、 (1)高等教育女子の就業率が高く、比較的晩婚であるため、
出生率が低くなった、 (2)高等教育の女子は比較的忙しく、多くの子供
を産みたがらない、 (3)高等教育の女子は避妊の知識が豊富で、失敗率
力ざ低いため「超過出産数」が少ない、等が挙げられる。
事実上、家族計画の推進は非常に下層階級の民衆を重視し、努力し
ている。表I-2に示すように、避妊経験のある女子の占める割合は、
1965年には階層別に非常に大きな差を示したが（19％対60％)、 1976
年には、階層別の差異がほとんどなくなり、各階層の女子は同等に出
生率をコントロール出来ることを示す。このことから、階層別出生率
の差は、大部分力雰理想とする子供数の差によるものと言える。だが、
なぜ階層別の理想子供数の差ｶ罫依然として存在するかについて、様々
な観念や態度の差等が挙げられるが、詳細についての議論は別の機会
に譲りたい。ここでは特にいわゆる「逆淘汰」について一言いってお
きたい。 というのは、 この「逆淘汰」説は、台湾ではあまり成立しな
いのではないかと思うからだ。なぜならば、台湾の一般的生活水準は

ある程度高く （平均国民所得は約12,000USドル)、貧富の差も小さく、
いわゆる下層階級でも生活には余り困らないし、その合計特殊出生率

もわずか2.8 （1992年）で、子供の養育は問題にならない。それゆえ、
下層階級の子供たちの質が特に劣るとは思えない。ここでかえって気
になるのは、高等学校以上の教育を受けた女子の合計特殊出生率力薮、

わずか'･4と置き換え水準をはるかに下回り、将来人口の減少をきた
すことである。

’

’

I

4）理想の子供数と実際出産数

一般に女子の合計特殊出生率はすでに「換き換え水準」以下に下カゴ
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り、将来人口の減少を来すと予想されるカゴ、世代別特殊出生率(co-

hortfertility)の観点から見た場合、それほど悲観的ではないようで

ある。 35～39歳女子の総出産数について言えば、 1910～15年、

1915～20年、 1920～25年、および1925～30年のコーホートの女子は、

この年齢に達した時、皆約5人の子供を産んでいる。 1965年以後この

年齢層に達した各コーホートの女子が産んだ子供の数は少し減った力欝、

各年の合計特殊出生率(Totalperiodfertilityrate) よりも高い（図

I-3を参照)。例えば、 1990年に35～39歳に達した1950～55年コーホー

ト女子の総出産数は2.75で、その年の合計特殊出生率（1.81） よりも

高い。

図I-3によると、理想子供数は合計特殊出生率とコーホート別女子

出産総数の間に介在する。ただし、出産抑制の程度が高まるにつれて、

理想子供数とコーホート別出産総数が接近する。言い換えれば、将来

の出生率は理想子供数の変化如何によって、ある程度正確に予測出来

る。 もちろん、 この場合注意すべきことは、女子の結婚率の変化で、

晩婚と終身未婚の比率が上昇した場合、実際の出産数力ざ理想子供数以

下に低下することがある。

5） 有配偶率変化の影響

教育程度の上昇と就業状況の変化の影響を受けて（表'-3， ’-4を参

照)、結婚状況力ぎ大いに変わった。まず女性の平均初婚年齢力罫1971年

の22.1歳から1993年の27.6歳、男性は28.2歳から29.2歳に上ｶざって、

男女平均初婚年齢の差も6.1歳から2.2歳に縮まった。これはnlar-

riagesqueezeの結果によるものと考えられる。

また図I-6に示すように、各年齢別の有配偶率力叡大きく変化した。

1960年から1993年にかけて、 15～19歳女子の有配偶率力罫12%から2%

表1－3 台湾6歳以上人口の教育程度の推移1955～1995年
－

年別

46．9

55．4

48．9

38．8

ql O

4.0

2.8

2.0

0.9
■I■■■■■■■■■■■■■■■■■

資料：表1－1と同じ。
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表1－4台湾就業人口の産業構成の推移1955～1995年

’二次産業 サービス業

小計商業迎輸業その他

ｊ
ｌ
１
偽
Ｍ
Ⅲ
Ｉ

合計年 別
水
通

道
気小計砿業製造業建築業

100．0

100.0

100.0

|柵 I
1955

1965

1975

1985

1995

53．6

46．5

30．4

17．5

10．7

８
２
４
１
８

１
２
３
４
３

０
３
９
６
９

８
２
１
５
２

３
６
７
３
７

１
１
２
３
２

２
３
５
７
１

２
３
５
７
１１

７
４
９
０
２

０
０
０
０
０

３
４
４
５
４

８
１
４
１
０

２
つ
Ｊ
３
４
５

10.1

10．3

14．1

17．9

21．4

１
２
１
０
０

４
２
７
０
４

４
４
５
５
５

０
８
７
２
４

14

16

14

17

23

３
１
９
９
６

資料：表1－1と同じ。

に落ち、 20～24歳女子は62％から大I幅に22％まで落ちた。25～29歳女

子のそれは90％から61％に、そして30～34歳と35～39歳の2組は少し

上昇した後80%くらいに落ちた。40歳以上の2組は死亡率の低下に

よって90％まで上昇し、その後85％に落ちた。近年来の有配偶率の低

下は、出生率低下の要因の一つとなっている。出生率低下要因分析
(decompositionの方法による）の結果、 1985年から1990年の間に出
生率力含1.30%｡落ちたが、そのうち、有配偶率の低下によって出生率力欝
2.67%0下力ぎったが、有配偶者合計特殊出生率の上昇によって2.03%b上
昇し、年齢構造とその他の影響で068%b落ちたことになる。
1990～1992年の間に出生率が1.10%b落ちたｶゴ、そのうちのQ7%｡は有
配偶率の低下による。将来有配偶率は持続的に低下する可能性が高く、
出生率の低下を促進するものと思われる。

4．人口の高齢化

台湾の人口は、戦後のベビーブームと、その後の出生率の急速な低
下によって、年齢構造が大きく変わった。年少人口(O～14歳）の占
める比率が1949年の41.1％から1962年の46.0％に増加し、その後出生
率の低下によって減少、 1984年に30.2%、 1994年には24.4%に低下し
た。従属人口指数も1962年の94から1994年の46に落ちて、経済発展に
大きく貢献した。

他方において、 65歳以上人口の占める割合は、戦後の高出生率のた
め、非常に低く、 1949年にはわずか25％であった。 しかし、その後
1971年に3.0%まで上昇し、 1978年には40%、 1983年に5.1%、 1989
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